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連結子会社の異動（持分譲渡）に関するお知らせ 

当社は本日開催の取締役会において、100％子会社である日東紡(中国)有限公司（以下、当該会社）の

当社持分の全てを、浙江銀瑜新材料股份有限公司（以下「銀瑜」）に譲渡することを決議いたしましたの

でお知らせいたします。 

記 

１．持分譲渡の理由 

当該会社は 1995 年、中国江蘇省無錫市に設立され、1997 年の操業開始以来、高品質かつ高機能商品を

提供して参りました。しかしながら、近年は人件費や環境規制強化に対応するコストの上昇、円安人民

元高の進行などにより競争力が低下し、汎用品市場における価格競争の激化を受けて当該会社の業績低

迷が続いたため、当社は抜本的な対策の検討を続けて参りました。 

今般、当社は当該会社の出資持分の全てを現地資本である銀瑜に譲渡することにより、繊維事業の運

営の効率化を図り、更なる競争力強化を進めていく事といたしました。 

２．持分譲渡後の商品供給・開発について 

当該会社で製造されている製品をご購入いただいているお客様への製品供給は、持分譲渡後も当社グ

ループ会社あるいは当該会社より継続いたします。また、持分譲渡後も、当社は子会社の日東紡貿易無

錫有限公司（中国江蘇省無錫市）を通じて、当該会社の販売・生産・開発のサポートを行います。 



２．譲渡する子会社の概要 

（１） 名 称 日東紡（中国）有限公司 

（２） 所 在 地 中華人民共和国江蘇省無錫市新呉区長江路３０号 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 董事長：加藤充宏 

（４） 事 業 内 容 織物等の染色整理加工及び芯地製品の製造及び販売 

（５） 資 本 金 141 百万人民元（日本円換算：2,355 百万円） 

（６） 設 立 年 月 日 1995年 10月 16日 

（７） 出 資 者 及 び 出 資 比率 日東紡績株式会社 100.0% 

（８） 
上 場 会 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 当社は当該会社の出資持分の 100.0%を保有しております。 

人 的 関 係 董事 6 名中 6 名が当社の従業員です。 

取 引 関 係 芯地製品の売買取引を行っております。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2016 年 12 月期 2017 年 12 月期 2018 年 12 月期 

 純 資 産 139 百万人民元 139 百万人民元 137 百万人民元 

 総 資 産 156 百万人民元 149 百万人民元 149 百万人民元 

 売 上 高 133 百万人民元 135 百万人民元 120 百万人民元 

 経 常 利 益 3 百万人民元 △1 百万人民元 △3 百万人民元 

 当 期 純 利 益 5 百万人民元 0 百万人民元 △2 百万人民元 

 

３．持分譲渡の相手先の概要 

 

４．譲渡出資持分、及び譲渡後の出資持分 

（１） 異動前の出資持分 100.0％ 

（２） 譲 渡 出 資 持 分 100.0％ 

（3） 異動後の出資持分   0.0％ 

※譲渡価額については相手先との取り決めに基づき非開示といたします。 

 

（１） 名 称 浙江銀瑜新材料股份有限公司 

（２） 所 在 地 中国浙江省金華市経済技術開発区始豊路 508号 

（３） 代表者の役職・氏名 董事長：鄭洪海 

（４） 事 業 内 容 化学繊維製品等の製造、加工及び販売 

（５） 資 本 金 92百万人民元 

（６） 設 立 年 月 日 2004年 1月 17日 

（７） 純 資 産 224 百万人民元 

（８） 総 資 産 313 百万人民元 

（９） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 織物製品等の売買取引を行っております。 



５．日程 

 

 

 

 

 

６．今後の見通し 

 2019 年 3月期第 3四半期までに当該会社の減損処理を行っております。また、本件の 2020 年 3月期の

業績に与える影響は現在精査中であり、今後、開示すべき事項が生じた場合は速やかにお知らせいたします。  

以上 

 

 

 

 

 

 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2019年 4月 18日 

（２） 契 約 締 結 日 2019年 4月 18日（予定） 

（３） 持 分 譲 渡 実 行 日 中国の認可機関からの認可が下り次第、譲渡を実行予定。 


